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１．は じ め に
譲渡所得税の死亡時課税の下では，被相続人が生前に不動産を売却したとき
に被相続人の死亡時まで譲渡所得課税を延期することを認める一方で，他方で
は，被相続人が生前に不動産を売却しなくても被相続人の死亡時に当該不動産
を売却したとみなして「みなし譲渡所得」課税を行うこととする。「みなし譲
渡所得」課税を行わなければ，単純相続をした場合には，不動産を売却しない
ことによって譲渡所得税を回避することができるからである。譲渡所得税の死
亡時課税の下では，被相続人の死亡時に不動産の未実現のキャピタル・ゲイン
（不動産の時価－取得価額）に課税することが不可欠であり，そのためには，
課税庁は相続時における不動産の時価評価を行うことが不可欠である。しかし
ながら，実際に売買取引が行われていない不動産については，課税庁側と納税
者側の相続時における不動産の時価評価額は異なっているのが一般的である。
理論的には未実現のキャピタル・ゲインに課税することが望ましくても，個別
性・異質性の大きい不動産の未実現のキャピタル・ゲインに課税する場合に，
課税庁側と納税者側の不動産の未実現のキャピタル・ゲインに対する評価の相
違によって生じる利害得失が大きければ，納税者の理解が得られず，実質的に
は，譲渡所得税の死亡時課税制度は機能しないであろう。被相続人の不動産へ
の死亡時の「みなし譲渡所得」課税に対する批判として，不動産の未実現のキャ
ピタル・ゲインを評価することが技術的に困難であり，実施上の問題点を持っ
ているという批判がある。
納税者側（相続人）にとって，不動産の未実現のキャピタル・ゲインに対す
る評価の問題における最大の関心事は，課税庁側と納税者側の不動産について
の相続時の時価評価額の相違そのものではなく，相続時の時価評価額の相違に
よって納税者側（相続人）の譲渡所得税と相続税の実質的な税負担がどのよう
に異なるかということである。課税庁側の不動産に対する時価評価額が納税者
側（相続人）が正当と考える不動産の時価評価額を上回る場合，確かに，相続
時における不動産についての時価評価額の相違は，被相続人に対する「みなし
譲渡所得税」の負担を増加させる。しかし，不動産に対する「みなし譲渡所得
税」の負担の増加が相続税額を減少させたり，相続人が将来，相続した不動産
を売却した場合の譲渡所得税額を減少させることが予想されるならば，課税庁
側の不動産に対する時価評価額が納税者側（相続人）が正当と考える不動産の
時価評価額を上回っていたとしても，課税庁側と納税者側の相続時の不動産に
対する時価評価額の相違がそのまま納税者側（相続人）の譲渡所得税と相続税
の税負担の現在価値を増加させ，納税者側（相続人）の譲渡所得税と相続税の
実質的な税負担の増大となるわけではない。小論は，譲渡所得税の死亡時課税
制度の下で，課税庁側の不動産に対する時価評価額が納税者側（相続人）が正
当と考える不動産の時価評価額を上回る場合に，相続時における課税庁側と納
税者側（相続人）の不動産の時価評価額の相違が納税者側（相続人）の譲渡所
得税と相続税の実質的な税負担にどのような影響を及ぼすかを考察すると共
に，納税者側（相続人）の税負担を軽減するような譲渡所得税の還付制度を提
案する。そして，それらを通じて「みなし譲渡所得税」を含む譲渡所得税の死
亡時課税は，十分に実施可能であることを明らかにすることを目的としている。
第２節では，被相続人が不動産を取得したときから相続人がその不動産を相
続した時点まで，さらに，不動産の相続時より一定期間後（ 期後）に相続
人が相続不動産を売却するときまでに不動産価額が上昇し，かつ，一定期間後
（ 期後）の不動産売却価額が相続時における課税庁側の不動産の時価評価額
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を上回り，したがって，納税者側（相続人）が正当と考える相続時の不動産の
時価評価額を上回っている場合を考察する。
小論で提案している譲渡所得税の死亡時課税の下では，相続人が相続不動産
を売却した場合でも，相続人の死亡時まで譲渡所得税の課税が延期されるこ
と，および「みなし譲渡所得税」が相続税の課税対象から控除されることを考
慮すると，譲渡所得税の死亡時課税を行う場合に，課税庁と納税者側（相続人）
の相続時における不動産の時価評価額の相違によって生じる相続人の譲渡所得
税と相続税の税負担の現在価値の増加は，相続時の不動産に対する課税庁側の
時価評価額と納税者側（相続人）の時価評価額の相違によって生じる「みなし
譲渡所得税」の相違よりも小さいことが明らかにされる。また，相続時の不動
産に対する課税庁側と納税者側の時価評価額の相違によって生じる相続人の税
負担の現在価値の増加は，相続税率と相続人の予想死亡時期（あるいは，割引
率）に依存し，相続税率が高いほど，相続人の予想死亡時期が早いほど（割引
率が低いほど），課税庁側と納税者側の時価評価額の相違によって生じる相続
人の税負担の現在価値の増加は小さくなることが明らかにされる。
第３節では，相続時における課税庁側の不動産の時価評価額は，被相続人の
不動産取得価額を上回っているが，相続時より一定期間後（ 期後）の不動
産売却価額は，相続時における課税庁側の不動産の時価評価額を下回っている
場合を考察する。この場合には，被相続人の死亡時（相続人の相続時）に「み
なし譲渡所得税」を課すが，相続人が相続時より３年以内に相続不動産を売却
したときに，納税者（相続人）の申告により，不動産の売却時（ 期）に不
動産の売却価額と課税庁側の時価評価額との差額に対する譲渡所得税額を譲渡
所得税の超過徴収額として算出し，その額から相続税の対象から控除した「み
なし譲渡所得」に対応する額を差し引いた額を納税者に還付するという，譲渡
所得税の還付制度を設けるものとする。本節において明らかにされるように，
このような還付制度を設けることによって，「みなし譲渡所得」課税の相続時
における課税庁側の不動産の時価評価額に対する納税者の不満を緩和し，譲渡
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
相違が納税者側（相続人）の税負担に及ぼす影響 ９７
所得税の死亡時課税に対する納税者の理解を促進することができる。
２．不動産売却価額が相続時の課税庁側の時価評価額を
上回っている場合
以下では，被相続人の不動産取得価額を，譲渡所得税の死亡時課税，す
なわち，みなし譲渡所得課税と死亡時課税の組み合わせ方式（以下では，譲渡
所得税の死亡時課税という）を行う場合の相続時における課税庁側の不動産の
時価評価額を，納税者側（相続人）が正当と考える相続時の不動産の時価
評価額をとし，課税庁側の時価評価額が納税者側（相続人）の時価評価額
を上回る場合，すなわち，の場合を考えよう。また，不動産相続後の
相続人の予想死亡時期（相続人が自分はいつ死亡するかと予想している時期）
を期後，相続した不動産の予想売却時期（相続人が将来，いつ不動産を売却
しようかと予想している時期）を 期後とする。相続人が自分の生存中に相
続した不動産を売却する意向があるならば，相続人の予想死亡時期は相続した
不動産の予想売却時期よりも早くなることはない，すなわち， となる。
ここでは， を想定する。さらに， 期後の不動産売却価額を とする。
以上の想定の下で，本節では，被相続人が不動産を取得したときから相続人
がその不動産を相続した時点まで，さらに，相続時より 期後に相続人が相
続不動産を売却するときまでに不動産価額が上昇し，かつ， 期後の不動産
売却価額 が相続時における課税庁側の不動産の時価評価額を上回り，
したがって，納税者側（相続人）が正当と考える相続時の不動産の時価評価額


を上回っている場合，すなわち， の場合を考えよう。この場
合には，本章で提案している譲渡所得税の死亡時課税制度の下では，相続人の
死亡時まで不動産に対する譲渡所得税の課税が延期されること，および「みな
し譲渡所得税」が相続税の課税対象から控除されることを考慮すると，相続不
動産を 期後に売却したときの相続不動産に課せられる譲渡所得税と相続税
負担の相続時における現在価値は，
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




となる。ここで，は，譲渡所得税率，は，相続税率であり，は，課税
庁側の不動産に対する相続税評価額である。
これに対して，相続人が正当と考える相続時の不動産の時価	が課せられ
た場合の相続不動産に課せられる譲渡所得税と相続税負担の相続時における現
在価値	は，
	
	

	

	


となる。したがって，譲渡所得課税の死亡時課税を行う場合に，課税庁による
相続時における不動産の時価評価が，相続人が正当と考える相続時の不動
産の時価	を上回ること（	）によって生じる相続人の譲渡所得税と
相続税負担の現在価値の増加（	）は，
	
	



	 
となる。
上式から分かるように，譲渡所得税の死亡時課税を行う場合に，課税庁と納
税者側（相続人）の相続時における不動産の時価評価額の相違によって生じる
相続人の譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値の増加（	）は，相続時
の不動産に対する課税庁側の時価評価額と納税者側（相続人）の時価評価額の
相違によって生じる「みなし譲渡所得税」の相違	よりも小さい。
相続時の不動産に対する課税庁側と納税者側の時価評価額の相違によって生じ
る相続人の譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値の増加（	）がどの程
度になるかは，相続税率と相続人の予想死亡時期（あるいは，割引率）
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
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に依存する。相続税率が高いほど，相続人の予想死亡時期が早いほど（割
引率が低いほど）相続時の不動産に対する課税庁側と納税者側の時価評価の
相違によって生じる相続人の譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値の増加
（）は小さくなる。
式において，とおけば，



が成立することから明らかなように，もし相続人が今期に相続不動産を売却し
た後に，すぐに死亡すると予想している（）ならば，相続税が課税される
場合（）には，相続時の不動産に対する課税庁側と納税者側の時価評価
の相違によって生じる相続人の譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値の増加
（）はマイナスとなる。すなわち，相続時の不動産に対
する課税庁側の時価評価額が納税者側の時価評価額を上回る（）
ことによって，相続人の税負担の現在価値は減少するのである。
式において，，かつ，とおけば，が成
立することから明らかなように，相続人が今期に相続不動産を売却した後に，
すぐに死亡すると予想している（）ならば，相続税が課税されない場合
（）においても，課税庁側の時価評価額が納税者側の時価評価額を
上回る（）ことによって相続人の譲渡所得税の税負担の現在価値が変
わることはない（）。
これは，次の理由による。譲渡所得税の死亡時課税の下では，「みなし譲渡
所得税」は相続税の課税対象から控除されるから，相続税率が高いほど，相
続税の課税対象から控除される「みなし譲渡所得税」に対応する相続税の控除
部分が大きくなり，その結果，相続時の不動産に対する課税庁側
と納税者側の時価評価額の相違によって生じる相続人の相続税の税負担は，

だけ減少する。また，相続人の予想死亡時期が早いほど（ある
いは，割引率が低いほど），将来，相続人の死亡時に支払わなければならな
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いと予想される譲渡所得税の現在価値が大きくなり，そ
の結果，相続時の不動産に対する課税庁側と納税者側の時価評価額の相違に
よって生じる相続人の譲渡所得税の税負担の現在価値は，

だけ減少する。極端なケースとして，もし相続人が今期に不動産を売却した後
に，すぐに死亡すると予想している（）ならば，相続税が課税されない
場合（）においても，課税庁側と納税者側の不動産に対する時価評価額
が異なることによって，だけ「みなし譲渡所得税」の負担が増え
ても，不動産を売却したときの相続人の譲渡所得税の税負担の現在価値が

だけ減少する。その結果，相続人の譲渡所得税の税負担の現在価
値が変わることはない（）。相続人が今期に不動産を売却した後に，す
ぐに死亡すると予想しており（），かつ，相続税が課税される場合（）
においては，相続人の譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値は
だけ減少する。なぜならば，課税庁側と納税者側の不動産に対する時価評価額
が異なることによって，相続人の譲渡所得税の税負担の現在価値は変わらない
が，相続税の課税対象から控除される「みなし譲渡所得税」に対応する相続税
の控除部分が大きくなり，その結果，相続時の不動産に対する課
税庁側と納税者側の時価評価額の相違によって生じる相続人の相続税の税負担
は，だけ減少するからである。
例えば，割引率＝３％，相続人の予想死亡時期＝１２年後とすると，







となるから，式より，割引率＝３％ならば，相続税率≧３０％であれば，
譲渡所得税の死亡時課税を行う場合の相続時の不動産に対する課税庁側と納税
者側の時価評価額の相違によって生じる相続人の譲渡所得課税と相続税の税負
担の現在価値の増加（）は負になる。すなわち，課税庁側の相続時の不
動産に対する時価評価額が納税者側の時価評価額を上回る（）ことに
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よって，相続人の譲渡所得課税と相続税の税負担の現在価値は減少することに
なるのである。相続税率３０％ならば，相続人の譲渡所得課税と相続税の税
負担の現在価値の増加（）は正になるが，その値は，「みなし譲渡所得
税」の相違よりもはるかに小さい。相続税が課税されない場合
（），したがって，「みなし譲渡所得税」に対応する相続税の控除部分
がゼロの場合においても，上述の例では，相続人の譲渡所得税の税
負担の現在価値の増加（）は，「みなし譲渡所得税」の相違
の３０％程度である。すなわち， 期後の不動産売却価額 が相続時の課税
庁側の時価評価額を上回っている場合，相続時における課税庁側の時価評
価額が，相続人が正当と考える相続時の時価額を上回る（）と
きに，相続人の予想死亡時期（期）が比較的早く，相続財産額が多くて適用
される相続税率が高い場合には，






となる可能性が高くなる。上式が成立するケースでは，譲渡所得税の死亡時課
税を行う場合の相続時の不動産に対する課税庁側と納税者側の時価評価額の相
違によって生じる「みなし譲渡所得税」の負担の増加の効果が，「み
なし譲渡所得税」の負担の増加が相続税の対象から控除される部
分の増加の効果と相続人の死亡時期における相続人の譲渡所得税
負担の現在価値
の減少の効果を下回るため，相続人の実質
的な税負担額（譲渡所得税と相続税の負担の現在価値）は減少する（）
のである。
以上より，次のことが言える。
＊ 期後の不動産売却価額 が相続時の課税庁側の時価評価額を上
回っている（ ）場合，相続時における課税庁側の時価評価額が，相
続人が正当と考える相続時の時価額を上回る（）ときに，相続時
１０２ 松山大学論集 第２３巻 第２号
の不動産に対する課税庁側と納税者側の時価評価額の相違によって生じる相続
人の譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値の増加（）は，相続時の不
動産に対する課税庁側の時価評価額と納税者側（相続人）の時価評価額の相違
によって生じる「みなし譲渡所得税」の相違よりも小さい。相続
人の譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値の増加（）は，相続税率
が高いほど，相続人の予想死亡時期が早いほど（割引率が低いほど）小
さくなる。相続人の予想死亡時期（期）が比較的早く，相続財産額が多くて
適用される相続税率が高い場合には，相続人の実質的な税負担額（譲渡所得
税と相続税の税負担現在価値）は減少する可能性が高くなる。
３．相続時より一定期間後の不動産売却価額が相続時の
課税庁側の時価評価額を下回っている場合
本節では，相続時における課税庁側の不動産の時価評価額は，被相続人
の不動産取得価額を上回っているが，相続時より 期後の不動産売却価額
 は，相続時における課税庁側の不動産の時価評価額を下回っている場
合，すなわち，，かつ， の場合を考えよう。この場合には，被
相続人の死亡時（相続人の相続時）にの「みなし譲渡所得税」を課
すが，相続人が相続時より一定期間以内に不動産を売却したときには，納税者
（相続人）の申告により，相続不動産の売却価額 と課税庁側における不動
産の時価評価額との差額に対する譲渡所得税額から相続税の対
象から控除した「みなし譲渡所得」に対応する額を差し引いた額，
すなわち，を納税者に還付する制度を設けるものとする。
本節で明らかにするように，このような譲渡所得税の還付制度を設けることに
よって，「みなし譲渡所得」課税を実施する場合の大きな問題点，すなわち，
相続時における課税庁側の時価評価額が，相続人が正当と考える相続時の
時価額を上回る（）ときに，相続時の不動産に対する課税庁側と
納税者側の時価評価額の相違によって生じる納税者の利害得失を緩和し，「み
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
相違が納税者側（相続人）の税負担に及ぼす影響 １０３
なし譲渡所得」課税に対する納税者の理解を高めることができる。
３．１．相続時より３年以内に相続不動産を売却するとき－譲渡所得税の還付
制度の創設
相続人が相続時より一定期間以内に不動産を売却したときに，納税者（相続
人）の申告により納税者に譲渡所得を還付する制度を設けるとすると，納税者
への還付を認める期間は，何年以内が適切であろうか。譲渡所得税の納税者へ
の還付を認める期間を何年以内にするかについては，このような譲渡所得税額
の納税者への還付制度は，被相続人の死亡時における課税庁側の不動産に対す
る時価評価額が実際の当該不動産の売却価額を上回っている場合に，その差額
に対する譲渡所得税額の還付を認めることによって被相続人の死亡時に「みな
し譲渡所得」課税を行うことに対する納税者の理解を得ることを目的としてい
ることを考慮する必要がある。一般的に言えば，不動産は個別性が高くて流動
性が低く，売却には一定の期間がかかること，現行制度において，相続開始の
あった日の翌日から相続税申告期限後３年以内に土地等を売却した場合には，
譲渡所得額から相続税の支払い額を控除できる（相続税額の取得費加
算の特例制度）ことを考慮すれば，相続時に被相続人にのみなし譲渡
所得課税をした後，相続開始のあった日の翌日から相続税申告期限後３年以内
に相続不動産を第三者に売却（譲渡）したときの不動産の売却（譲渡）価額
が，相続時における課税庁側の時価評価額を下回っている場合（）
には，相続時における課税庁側の時価評価額が相続時における市場取引価
額（時価）を上回り，過大に評価されていると見做して，不動産の売却（譲渡）
価額 で譲渡所得を算定し直して譲渡所得課税を行い，譲渡所得税の超過徴
収額を算出し，その額から相続税の対象から控除した「みなし譲渡
所得」に対応する額を差し引いた額，すなわち，
を納税者に還付すべきであろう。
ところで，「みなし譲渡所得税」は，被相続人の死亡時（相続人の
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相続時）に課せられるが，譲渡所得税額の納税者への還付制度の対象となる相
続不動産の売却（譲渡）価額 は，相続開始のあった日の翌日から相続税申
告期限後３年以内に相続不動産を第三者に売却（譲渡）したときの不動産の売
却（譲渡）価額である。相続税申告期限後３年以内に相続不動産を第三者に売
却（譲渡）したときの不動産の売却（譲渡）価額 を相続時における相続不
動産の市場取引価額（時価）とみなし，相続時における課税庁側の不動産の時
価評価額が過大に評価されていると考えるならば，理論的には，納税者に
還付すべき超過徴収税額は，相続不動産を第三者に売却（譲渡）したときの金
額ではなく，被相続人の死亡時（相続人の相続時）の現在価値で還付されるべ
きであるという主張も成り立つ。
今，納税者に還付すべき超過徴収税額の被相続人の死亡時（相続人の相続時）
における現在価値をとすれば， 期後（）に納税者
に還付される超過徴収税額の相続時における現在価値は，

 となる。である限り，




となる。上式より，相続人が相続後，すぐに相続不動産を第三者に売却（譲渡）
しない限り（	でない限り），相続人が相続時から３年以内に相続不動産
を第三者に売却（譲渡）したときに，超過徴収税額を納税
者に還付する制度の下での還付金額は，超過徴収税額の相
続時における現在価値を納税者に還付する制度の下での還付金額に比べて，相
続時における現在価値で比較すると少ないことが分る。どの程度少ないかは，
相続不動産の売却時期（ 期≦３年）と利子率（割引率）に依存し，相
続不動産の売却時期 が遅いほど，利子率（割引率）が高いほど相続人が
相続不動産を第三者に売却（譲渡）したときに超過徴収税額
を納税者に還付する制度の下での還付金額は少なくなる。
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
相違が納税者側（相続人）の税負担に及ぼす影響 １０５
以上の問題点があるにもかかわらず，本節では，相続開始のあった日の翌日
から相続税申告期限後３年以内に相続不動産を第三者に売却（譲渡）したとき
の不動産の売却（譲渡）価額 が，相続時における課税庁側の時価評価額
を下回っている場合（）に，不動産の売却（譲渡）価額 で譲渡
所得を算定し直して譲渡所得課税を行い，その額から相続税の対象から控除し
た「みなし譲渡所得」に対応する額を差し引いた額，すなわち，
の超過徴収税額を相続不動産の売却（譲渡）時に納税者に
還付する制度を提案する。その理由の第一は，超過徴収税額
の相続時における現在価値を納税者に還付する制度の下では，３年以内の範囲
内ではあるが，相続不動産の売却時期を遅らせる（３年に近くする）方が納税
者（相続人）に還付される金額が多くなり，利子率（割引率）によっては，納
税者（相続人）にとって有利となる。その結果，相続不動産の売却時期（ある
いは，売買の契約時期）を遅らせる効果を持つからである。それに対して，超
過徴収税額を相続不動産の売却（譲渡）時に納税者に還付
する制度の下では，相続不動産の売却時期が遅い方が還付金の現在価値

 は低くなるから，譲渡所得税の還付制度が相続不動
産の売却時期を遅らせる効果を持つことはない。
その理由の第二は，実施上の問題点である。超過徴収税額
の相続時における現在価値を納税者に還付する制度の下では，まず，利子率
（割引率）を決めなければならない。また，期間を年単位にするのか，月単
位にするのか，あるいは，日割り計算までするのかを決めなければならない。
例えば，利子率（割引率）を現行の公共投資の割引率のように一律４％にする
ことも考えられるが，経済状況によっては，このような４％という利子率（割
引率）は，還付金を受取る納税者（相続人）にとって有利なものとなり，課税
庁側，したがって，還付金を受取らない納税者一般にとって不利なものとなる。
上述の二つ理由から，超過徴収税額を相続不動産の売却
（譲渡）時に納税者に還付する制度を提案する。
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みなし譲渡所得税の評価と相続税評価
相続時から３年以内の不動産の売却（譲渡）について，不動産の売却（譲渡）
価額（ 期≦３年）で譲渡所得を算定し直して譲渡所得課税を行い，超過
徴収税額を還付するのであれば，同様に相続税についても
不動産の売却（譲渡）価額 が課税庁の相続税評価額を下回るならば，
相続税の超過徴収部分を還付するという還付制度を設けることも
考えられる。確かに不動産は個別性が高く，特に，不況期で不動産価額が下落
しているときには，大規模な土地や家屋の市場での取引価額（時価）は，財産
評価基本通達に基づく相続税評価額を下回ることもある。しかし，このような
事態が生じるのは，過去の地価上昇過程において路線価が市場取引価額＝「時
価」の５割以下とあまりにも低く，かつ，バラツキがあるという現状認識の下
に，地価下落過程においても路線価を公示価格等の８割を目処に評価するとい
う合理的でない評価方法に基づくものであり，相続税評価（同様な意味で固定
資産税評価）の在り方の問題である。
「みなし譲渡所得」課税を行う場合の時価は，通常の取引価格を意味すると
解されており，相続税評価額をこれと同様に扱うことには，議論の余地が多
い。現行の譲渡所得税制度の下でも，一定の無償の譲渡または著しく低い対価
による法人への譲渡があった場合には，時価による譲渡があったものとみなし
（「みなし譲渡」），未実現キャピタル・ゲインに対して課税される。しかし，「こ
こに時価とは，相続税評価額ではなく，通常の取引価格を意味すると解すべき
である（東京地判平成２年２月２７日月報３６巻８号１５３２頁。公示価格が取引
価格より低い場合には公示価格でよい）」（金子［２００６］２３１頁）とされている。
本節では，「みなし譲渡所得税」の時価評価と相続税評価の相違の問題には立
ち入らず，課税庁側と納税者側の「みなし譲渡所得税」の時価評価額の相違に
よって生じる納税者の利害得失の問題を明らかにするために，相続税の還付制
度は考慮しないものとする。
以下では，「みなし譲渡所得税」の超過徴収に係わる税額
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
相違が納税者側（相続人）の税負担に及ぼす影響 １０７
の還付期間を相続時から３年以内，すなわち， 期≦３年としよう。この場
合には，不動産の売却時（ 期）に不動産の売却価額 と課税庁側におけ
る不動産の時価評価額との差額に対する譲渡所得税額を譲渡所
得税の超過徴収額として算出し，その額から相続税の対象から控
除した「みなし譲渡所得」に対応する額を差し引いた額，すなわ
ち，が納税者に還付されるから，相続不動産を 期後に売
却したときの相続不動産に対して課せられる譲渡所得税と相続税負担の相続時
における現在価値は，

	


’
となる。
これに対して，相続人が正当と考える相続時の時価が課せられた場合の
相続不動産に対して課せられる譲渡所得税と相続税負担の相続時における現在
価値は，




	 ’
となる。
したがって，譲渡所得課税の死亡時課税（みなし譲渡所得課税と死亡時課税
の組み合わせ方式）を行う場合に課税庁側における相続時の不動産の時価評価
額が相続人が正当と考える相続時の不動産の時価額を上回ること（
）によって生じる相続人の譲渡所得税と相続税負担の現在価値の増加（

）は，




	
 ’
となる。ここで， 期≦３年と想定している。
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’式より分かるように，譲渡所得税の還付制度が適用される場合（不動産
の相続時から売却時までが３年以内の場合）においては，相続時の不動産に対
する課税庁側と納税者側の時価評価額の相違によって生じる相続人の譲渡所得
税と相続税の税負担の現在価値の増加（）は，相続時の不動産に対す
る課税庁側の時価評価額と納税者側（相続人）の時価評価額の相違によって生
じる「みなし譲渡所得」税の相違よりも小さい。相続時の不動産
に対する課税庁側と納税者側の時価評価額の相違によって生じる相続人の実質
的な税負担額（譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値）の増加（）
がどのようになるかは，「みなし譲渡所得税」の超過徴収に係わる税額
の還付制度が適用される期間（ 期≦３年）においては，相続時
の不動産に対する課税庁側の時価評価額と 期後における不動産の売却
価額 との差額（），相続税率と相続人の不動産売却時期（ある
いは，割引率）に依存する。還付制度が適用されない期間（ 期＞３年）に
おいては，相続税率に依存する。課税庁側の時価評価額と 期後にお
ける不動産の売却価額 との差額（）が大きいほど，相続税率が
高いほど，相続人の不動産売却時期 が早いほど（割引率が低いほど）相
続時の不動産の時価評価の相違によって生じる相続人の実質的な税負担額（譲
渡所得税と相続税の税負担の現在価値）の増加（）は小さくなる。
「みなし譲渡所得税」の超過徴収に係わる税額の還付制度
が適用される期間（ 期≦３年）において，課税庁側の時価評価額と
期後における不動産の売却価額 との差額（）が大きいほど，相続
税率が高いほど，さらに，相続人の不動産売却時期 が早いほど（割引率
が低いほど）相続時の時価評価額の相違によって生じる相続人の実質的な税
負担額（譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値）の増加（）が小さ
くなるのは，次の理由による。まず，課税庁側の時価評価額と 期後に
おける不動産の売却価額 との差額（）が大きいほど「みなし譲渡
所得税」の超過徴収に係わる税額の還付額が多くなる。ま
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
相違が納税者側（相続人）の税負担に及ぼす影響 １０９
た，相続人の不動産売却時期 が早いほど（割引率が低いほど）納税者に
還付される譲渡所得税額の相続時における現在価値
が大きくなる。さらに，相続税率が高いほど相続時の不動産に対する課税庁
側と納税者側の時価評価額の相違によって生じる相続人の譲渡所得税と相続税
の税負担の現在価値の増加（）が小さくなるのは，相続時における課
税庁側の不動産に対する時価評価額が相続人が正当と考える相続時の不動
産の時価額を上回る（）ことによって生じる相続時の譲渡所得
税の負担の増加は，他方では，相続税の対象から控除される譲渡
所得税の増加をもたらし，相続税額をだけ減少させ
るからである。
譲渡所得税の還付制度が納税者（相続人）の実質的税負担（譲渡所得課税と
相続税の税負担の現在価値）を減らすケース
本節で提案している譲渡所得税の還付制度の下では，相続時より 期後
（ 期≦３年）の不動産売却価額 が相続時における課税庁側の不動産の時
価評価額を下回っている（）ならば，不動産の売却時（ 期）に
不動産の売却価額 と課税庁側における不動産の時価評価額との差額に
対する譲渡所得税額を譲渡所得税の超過徴収額として
算出し，その額から相続税の対象から控除した「みなし譲渡所得」に対応する
額を差し引いた額，すなわち，が納税者に還付
される。’式より，





が成立するケースでは，譲渡所得税の死亡時課税を行う場合，相続時における
課税庁側の不動産に対する時価評価額が相続人が正当と考える相続時の不
動産の時価額を上回る（）ことによって生じる相続時の譲渡所得
１１０ 松山大学論集 第２３巻 第２号
税の負担の増加の効果が，相続人が不動産を売却したとき（ 期）
に不動産売却価額 と課税庁側の不動産に対する時価評価額との差額の
譲渡所得税額が納税者に還付されることによる相続人の譲渡所得
税負担の相続時における現在価値
 の減少の効果を下回る
ため，相続人の譲渡所得課税と相続税の税負担の現在価値は減少する
（）のである。したがって，相続時より３年以内に不動産を売却し
たときの売却価額 が相続時における課税庁側の時価評価額を大きく下
回る（ が大きい）ならば，相続人の実質的な税負担額（譲渡所得課税
と相続税の税負担の現在価値）は減少する可能性が高い。このことは，譲渡所
得税の死亡時課税（みなし譲渡所得課税と死亡時課税の組み合わせ方式）を導
入することに対する納税者の理解を得るのに役立つ。また，納税者（相続人）
の申告に基づく譲渡所得税の還付制度は，不動産の市場取引価額＝時価の把握
に役立ち，相続時における課税庁側の不動産の時価評価の改善にも役立つであ
ろう。
納税者は，不動産売却額を正しく申告するか
相続人が相続時より３年以内に不動産を売却したときに相続不動産の売却価
額 が課税庁側における不動産の時価評価額を下回る（<）ならば，
納税者（相続人）の申告により，「みなし譲渡所得税」を納税者に還付する制
度は，ある意味では，相続時より３年以内に不動産を売却したときの相続不動
産の売却価額 を相続時の不動産の市場取引価額＝時価とみなして，課税庁
側における不動産の時価評価額に異議を申し立てることを認める制度であ
ると言える。この制度の問題点として，納税者が不動産の売却価額を実際の売
却価額よりも低く申告し，不当に「みなし譲渡所得税」の還付を受けようとす
ることが考えられる。この問題に対処する一つの方法は，「みなし譲渡所得税」
の還付制度の適用を受けようとする者は，売却しようとする不動産を一定期間
にわたって不動産の購入に関心を持つ不特定多数の者が閲覧できる方法と場所
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
相違が納税者側（相続人）の税負担に及ぼす影響 １１１
で閲覧に供し，正当な理由がなければ，最高の付け値をした者に当該不動産を
売却することを義務づけることであろう。このような義務付けが行われた下で
は，課税庁は，相続時より３年以内に不動産を売却したときの相続不動産の売
却価額 が，そのときの不動産の市場取引価額＝時価よりも著しく低いと判
断できる根拠がない限り，相続不動産の売却価額 を時価と認めるべきであ
ろう。
３．２．相続時より３年を過ぎて相続不動産を売却するとき
不動産の相続時から売却時までが３年を過ぎているとき（ 期＞３年のと
き）には，譲渡所得税額の還付制度は適用されないから，







となる。したがって，’式および’式より，不動産の相続時から売却時まで
が３年を過ぎているとき（ 期＞３年のとき）に，課税庁側の相続時の時価
評価額が相続人が正当と考える相続時の時価額を上回ること（）
によって生じる相続人の譲渡所得税と相続税負担の現在価値の増加（）
は，


 ’’
となる。ここで， 期＞３年と想定している。
還付制度が適用されない期間（ 期＞３年）においては，上式より，容易
に分かるように，相続税率ならば，相続時における課税庁側の不動産に
対する時価評価額が相続人が正当と考える相続時の不動産の時価額を
上回る（）ことによって生じる相続時の譲渡所得税の負担の増加

は，相続税額をだけ減少させることを通じて，相続時
の不動産に対する課税庁側と納税者側の時価評価額の相違によって生じる相続
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人の譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値の増加（）を小さくさせ
る効果を持つ。その効果は，相続税率が高いほど大きい。相続税が課税され
ない状況（）ならば，相続時における課税庁側の不動産に対する時価評
価額が相続人が正当と考える相続時の不動産の時価額を上回る（


）ことによって生じる相続時の譲渡所得税の負担の増加は，
そのまま，相続人の譲渡所得税と相続税の税負担の現在価値の増加（）
となる（）。不動産の相続時から売却時までに３年を過
ぎているときは，相続不動産の売却価額 が相続時における課税庁側の時価
評価額を下回っている（ ）としても，相続時における課税庁側
の不動産の時価評価額が相続人が正当と考える不動産の時価評価額を
上回っている（）場合とは見做されず，経済状況の変化によって不動
産の市場取引価額＝不動産の時価そのものが下落したものと見做されるからで
ある。
被相続人が不動産を取得したときから相続人がその不動産を相続したときま
でには不動産価額が上昇し，かつ，相続時点以降は相続不動産の価額が下落し，
さらに，不動産の相続時から売却時までに３年を過ぎているとき（ ，
かつ， 期＞３年のとき）であって，しかも，相続税の課税対象にならない
ほどに相続時の不動産価額が低いときには，相続時における課税庁側の不動産
に対する時価評価額が相続人が正当と考える不動産の時価評価額を上
回る（）ならば，相続時における課税庁側と納税者側（相続人）の不
動産に対する時価評価額の相違（）によって生じる「みなし譲渡所得
税」の負担の増加は，そのまま，納税者（相続人）の税負担の増
加となる。しかし，現実的には，このケースは，納税者（相続人）の税負担の
増加という観点からは，大きな問題とはならないと考える。その理由の第一
は，このような場合には，納税者（相続人）の税負担の増加はないか，あった
としても少ないと考えられるからである。まず，譲渡所得税については，居住
用の土地・建物の譲渡に対して３，０００万円の特別控除がある。また，相続税に
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
相違が納税者側（相続人）の税負担に及ぼす影響 １１３
ついては，平成２３年度の税制改正によって，平成２３年４月１日より基礎控除
額と法定相続人比例控除額が引き下げられ，基礎控除額３，０００万円（従来は
５，０００万円），さらに，相続人１人当たりについて６００万円（従来は１，０００万
円）の控除額が認められている。被相続人または被相続人と生計を一にしてい
たその親族（相続人も入る）が事業用または居住用に供していた宅地について
は，事業用宅地については，４００まで，住宅用宅地については，２００まで
は，その評価額の２０％のみが相続税の課税価格に算入されるという「小規模
宅地の負担軽減措置」があるとはいえ，通常は，相続税が課税されないか，相
続税額が小額であるような居住用の不動産に対しては，「みなし譲渡所得税」が
課せられないか，「みなし譲渡所得税」が課せられてもその税額は小額である。
このような場合には，相続時における課税庁側と納税者側（相続人）の不動産
に対する時価評価額の相違（）によって生じる「みなし譲渡所得税」
の負担の増加はないか，あったとしても，少ないからである。その
理由の第二は，相続時における課税庁側の不動産に対する時価評価額が相
続人が正当と考える不動産の時価評価額よりも高い（）と考える
ならば，相続人（納税者）は，相続開始のあった日の翌日から相続税申告期限
後３年以内に相続不動産を第三者に売却（譲渡）することを選択すればよい。
そうすれば，相続人（納税者）は，譲渡所得税の還付制度の適用を受けること
ができるからである。
３．３．土地収用時の土地譲渡所得課税（福井［１９９５］の提案）と譲渡所得税
の死亡時課税
福井［１９９５］は，土地収用時に譲渡所得課税をすることを提案している。今，
土地収用直前の土地の市場価額をとし，土地の取得価額（簡単化のため
に，土地所有者が付加した価値を含むものと想定する）をとすると，福井
［１９９５］は，土地収用についての補償額を，とすることを提案
している。この提案は，土地収用時点を被相続人の死亡時と見做せば，土地収
１１４ 松山大学論集 第２３巻 第２号
用時に（強制的に）売却されたものと見做して，「みなし譲渡所得税」を課す
点では，被相続人の死亡時の「みなし譲渡所得税」に類似している。被相続人
の死亡時の「みなし譲渡所得税」との大きな相違点としては，以下の二点が挙
げられる。
 被相続人の死亡時の「みなし譲渡所得税」が被相続人の生活には直接的
な影響を与えないのに対して，土地収用時点における譲渡所得税の徴収
は，土地収用についての補償額を減らし，土地所有者の生活に直接的な影
響を与える。
 被相続人の死亡時に「みなし譲渡所得税」を課す場合には，課税庁側の
土地の時価評価額が低い方が「みなし譲渡所得税」を減らし，差し当たり
は，納税者に有利であるが，土地収用時点において譲渡所得税を課す場合
には，土地の時価評価額が高い方が譲渡所得税額は多くなるが，譲渡所得
税率が１００％でない限り，土地所有者が受取る補償額（＝土地の時価評価
額－譲渡所得税額）が多くなり，土地所有者には有利となること，した
がって，土地所有者は，土地収用にあたっては，土地の時価評価額を高く
見積もるインセンティブを持つ。
の問題点については，土地収用時に「みなし譲渡所得」課税を行うのであ
れば，土地所有者のその後の生活を考慮して，土地所有者の死亡時に課税する
という譲渡所得税の死亡時課税を適用すべきであろう。
の問題点から，土地収用に対する土地の評価額は，必ずしもその時点にお
ける土地の正常な市場取引価額＝時価とは言えず，被相続人の死亡時に「みな
し譲渡所得税」を課す場合の土地の時価評価額とは異なることに留意する必要
があろう。
４．結 び
小論における議論より，譲渡所得税の死亡時課税（みなし譲渡所得課税と死
亡時課税の組み合わせ方式）の下で相続時より一定期間後（ 期間後）に相
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
相違が納税者側（相続人）の税負担に及ぼす影響 １１５
続不動産を売却する場合において，相続不動産の売却価額 が，相続時にお
ける課税庁側の時価評価額を上回っている（ ）ならば，相続時にお
ける課税庁側の不動産に対する時価評価額が相続人が正当と考える不動産
の時価評価額を上回ること（）によって生じる相続人の実質的な
税負担額（譲渡所得税と相続税負担の相続時点における現在価値）の増加は，
「みなし譲渡所得税」の負担の増加よりは小さいことが明らかに
なった（ここでは，譲渡所得税率）。被相続人の不動産取得価額よりも相
続時における課税庁の不動産評価額が高く，かつ，相続人が不動産を売却し
たときの不動産売却価額 が相続時における課税庁の不動産時価評価額
よりも上昇している場合（ の場合）には，相続時における課税庁
側と納税者側（相続人）の不動産に対する時価評価額の相違（）によっ
て生じる「みなし譲渡所得税」の負担の増加が部分的に相殺され
る程度は，相続税率，相続人の予想死亡時期および割引率に依存し，相
続税率が高いほど，相続人の予想死亡時期が早いほど，割引率が低い
ほど，相続時における不動産の時価評価額の相違（）による「みなし
譲渡所得税」の負担の増加が部分的に相殺される程度が大きくなることが明ら
かになった。相続人の予想死亡時期が比較的早く，割引率も低く，相続財産
が多くて適用される相続税率が高い場合には，相続人の実質的な税負担額（譲
渡所得税と相続税負担の相続時点における現在価値）が減少する可能性のある
ことも明らかになった。
被相続人の不動産取得価額よりは相続時における課税庁の不動産評価額
は高いが，相続人が相続時より一定期間後（ 期後）に不動産を売却した
ときに，不動産の売却価額 が相続時における課税庁側の不動産に対する時
価評価額を下回っている場合（ の場合）には，被相続人の死
亡時（相続人の相続時）にの「みなし譲渡所得税」を課すが，相続
人が相続開始のあった日の翌日から相続税申告期限後３年以内に相続不動産を
第三者に売却（譲渡）したときに，不動産の売却時（ 期）に不動産の売却価
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額 と課税庁側の時価評価額との差額に対する譲渡所得税額
を譲渡所得税の超過徴収額として算出し，その額から相続税の対
象から控除した「みなし譲渡所得」に対応する額を差し引いた額，
すなわち，を納税者に還付する制度を創設することを提案
する。このような納税者への還付制度を創設すれば，相続時より３年後以内
（）の相続不動産の売却については，相続時における課税庁側の不動産
に対する時価評価額が相続人が正当と考える不動産の時価評価額を上
回ること（）によって生じる相続人の実質的な税負担額（譲渡所得税
と相続税負担の相続時点における現在価値）の増加は，「みなし譲渡所得税」の
負担の増加よりは小さいことが明らかになった。「みなし譲渡所得
税」の超過徴収に係わる税額の還付制度が適用される期間
（ 期≦３年）において，相続時の不動産に対する課税庁側と納税者側の時価
評価額の相違によって生じる相続人の実質的な税負担額（譲渡所得税と相続税
の税負担の現在価値）の増加がどのようになるかは，相続時の不動産に対する
課税庁側の時価評価額と 期後における不動産の売却価額 との差額
（），相続税率と相続人の不動産売却時期（あるいは，割引率）に
依存する。課税庁側の時価評価額と 期後における不動産の売却価額
との差額（）が大きいほど，相続税率が高いほど，相続人の不動産
売却時期 が早いほど（割引率が低いほど）相続時の不動産の時価評価の
相違によって生じる相続人の実質的な税負担額（譲渡所得税と相続税の税負担
の現在価値）の増加は小さくなる。相続時より３年以内に不動産を売却したと
きの売却価額 が相続時における課税庁側の時価評価額を大きく下回る
（ が大きい）ならば，相続人の実質的な税負担額（譲渡所得課税と相続
税の税負担の現在価値）は減少する可能性が高い。
不動産の売却価額 が相続時における課税庁側の時価評価額を下回っ
ている場合（ の場合）で，かつ，不動産の相続時から売却時までに
３年を過ぎているとき（ 期＞３年のとき）には，譲渡所得税額の還付制度
譲渡所得税の死亡時課税における時価評価の
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は適用されないから，相続時における課税庁側と納税者側（相続人）の不動産
に対する時価評価額の相違（）によって生じる「みなし譲渡所得税」
の負担の増加が部分的に相殺される程度は，相続税率のみに依
存し，相続税率が高いほど，すなわち，相続不動産額が大きいほど，「みな
し譲渡所得税」の負担の増加が部分的に相殺される程度は，大きいことが明ら
かになった。相続税が課せられない場合（の場合）には，相続時におけ
る課税庁側と納税者側（相続人）の不動産に対する時価評価額の相違（）
は，「みなし譲渡所得税」の負担の増加となる。不動産の相続時か
ら売却時までに３年を過ぎているときは，相続不動産の売却価額 が相続時
における課税庁側の時価評価額を下回っている（ ）としても，
相続時における課税庁側の不動産の時価評価額が相続人が正当と考える不
動産の時価評価額を上回っている（）場合とは見做されず，経済
状況の変化によって不動産の市場取引価額＝不動産の時価そのものが下落した
ものと見做されるからである。しかし，現実的には，このことは，納税者（相
続人）の税負担の増加という観点からは，大きな問題とはならないと考えられ
る。
以上より，譲渡所得課税の死亡時課税を実施する場合において，被相続人に
対する「みなし譲渡所得税」を相続税の対象から控除することに加えて，相続
時における課税庁側の不動産の時価評価額が相続人が正当と考える不動産
の時価評価額を上回っている場合でも，相続時より３年後以内（≦３）
の相続不動産の売却については，売却時（ 期）の不動産の売却価額 が
課税庁側の時価評価額を下回っている（ ）のときには，売却時（
期）に不動産の売却価額 と課税庁側の時価評価額との差額に対する譲
渡所得税額を譲渡所得税の超過徴収額として算出し，
その額から相続税の対象から控除した「みなし譲渡所得」に対応する額
を差し引いた額，すなわち，を納税者に還付す
る制度を設けるならば，相続時における課税庁側の不動産の時価評価額が
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相続人が正当と考える不動産の時価評価額を上回ること（）によっ
て生じる相続人の実質的な税負担額（譲渡所得税と相続税負担の相続時点にお
ける現在価値）の増加を緩和し，場合によっては，税負担額を減少させること
ができると言える。したがって，被相続人の死亡時における「みなし譲渡所得」
課税は，「みなし譲渡所得」の評価の相違によって生じる納税者の利害・得失
が大きく，実施が困難であるという問題点は，譲渡所得課税の死亡時課税（み
なし譲渡所得課税と死亡時課税の組み合わせ方式）に譲渡所得税の還付制度を
設けることによって大きく改善することができる。
どのような税制度にも問題点は存在する。資源配分の効率性，分配の公正，
実施可能性という観点から，現行所得税制の下における譲渡所得税の在り方と
「みなし譲渡所得」課税を含む譲渡所得課税の死亡時課税のいずれが優れた税
制度のあり方であるかが問われなければならない。
（小論は，２０１１年度特別研究助成による研究成果の一部である。）
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